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1 庁内デジタル化
推進事業

①アフターコロナの時代を見据え、新居浜市
職員の働き方を改革するため、時差出勤や交
代制勤務の状況把握、入退庁等を管理するシ
ステムを構築する。また、デジタル化時代に
おける市⺠への情報提供体制の強化・充実を
図るため、公式ＬＩＮＥアプリを構築・導入
し、市役所業務のデジタル化を推進する。
②システム・アプリ構築に係る委託料

市が実施 R3.4 R4.3 47,960,000 47,960,000 0

○

委託料47,960,000円（庶務事務システム構築34,760,000
円、LINE防災情報表示等構築13,200,000円）

庶務事務システムを導
入した。
LINEアプリのリ
ニューアルを行った。

テレワーク環境での庶務業務の
電子申請が可能になった。
LINEアプリのリニューアルに
より、感染症対策やワクチン接
種等に関する各種情報の統合的
な管理・情報発信が可能となっ
た。

ＩＣＴ戦
略課

2 新ビジネスチャ
レンジ支援事業

①ウィズコロナ・アフターコロナの時代に対
応した新たなビジネスにチャレンジする事業
者に対し、新たな取組に係る経費（展示会出
展、ホームページ制作、新商品開発、感染症
対策などにかかる経費）の一部を補助する。
②事業経費に対する補助金

新たなビジネスに
チャレンジする事
業者

R3.4 R4.3 4,741,500 4,741,500 0

○

市内小規模事業者が商工会議所の経営指導員等の指導
により経営計画を策定し、販路開拓や生産性向上等に
関する取組に要する経費に対して補助を行った。
新居浜市新ビジネスチャレンジ支援事業補助金
4,741,500円
【補助金の額】最大50万円（補助対象経費の3分の2以
内の額）

補助金交付件数１０件 新型コロナウイルス感染症の影
響を踏まえ、社会経済環境の変
化に応じた新たなビジネスモデ
ル等の促進を図ることができ
た。

産業振興
課

3 事業再構築促進
支援事業

①アフターコロナの時代を見据えた中小企業
等の新分野展開、業態転換等を促進するた
め、国の「中小企業等事業再構築補助金」を
活用する事業者に対し、国補助対象外経費で
ある事業計画策定経費に対する補助を行う。
②事業経費に対する補助金

計画策定に取り組
む事業所

R3.4 R4.3 633,000 633,000 0

○

中小企業等経営強化法第31条第1項にて認定を受けた経
営革新等支援機関または支援機関と連携し事業再構築
補助金の申請を支援する事業者に支払った経費に対し
て補助を行った。
新居浜市事業再構築促進支援補助金633,000円
【補助金の額】最大10万円（補助対象経費の10分の10
以内の額）

補助金交付件数７件 新型コロナウイルス感染症の影
響が⻑期化する中、ウィズコロ
ナ・ポストコロナの時代の経済
社会の変化に対応するために、
市内事業者の新分野展開、業態
転換、事業・業種転換、事業再
編又はこれらの取組を通じ事業
の再構築を支援することができ
た。

産業振興
課

4 新居浜市グロー
バル展開支援事
業

①コロナ禍において、販売経路の機会損失や
蒸発した需要の回復を図るため、国際的な電
子取引やオンライン商談、海外への販路開
拓、拠点設立に向けた現地調査など、中小企
業が海外展開を目的として行う事業にかかる
経費の補助を行う。
②事業経費に対する補助金

海外展開を目的と
した事業に取り組
む事業所

R3.4 R4.3 300,000 300,000 0

○

中小企業者の海外展開に係る取組の経費に対して補助
を行った。
新居浜市グローバル展開支援事業補助金300千円
【補助金の額】補助対象経費の合計額の3分の2以内
①国際的な電子商取引（越境EC）の取組 最大40万円
②海外事業者とのオンライン商談等の取組 最大30万
円
③海外への販路開拓や拠点設立に向けた現地調査 最
大10万円
④海外で開催される展示会等への出展 最大30万円
⑤外国語の企業HPやパンフレット等の制作 最大30万
円

補助金交付件数１件 中小企業者のグローバル展開を
促進し、市内産業の活性化を図
ることができた。

産業振興
課

令和３年度 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 実施状況と効果検証
担当課効果検証定量的実績指標事業名 ① 事業概要（目的・内容）

② 経費内訳
実施状況うち

交付金
（円）

うち
その他
（円）

●緊急経済対策４つの柱（R2.4.7閣議決定）
Ⅰ 感染拡大防止（学校臨時休業支援も含む）
Ⅱ 雇用の維持と事業の継続
Ⅲ 経済活動の回復
Ⅳ 強靭な経済構造の構築
●新たな経済対策（R3.11.19閣議決定）
Ⅴ 特定事業者への支援

Ｎｏ 対象者 事業
開始

事業
終了

事業費
総額

（円）
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担当課効果検証定量的実績指標事業名 ① 事業概要（目的・内容）

② 経費内訳
実施状況うち

交付金
（円）

うち
その他
（円）

●緊急経済対策４つの柱（R2.4.7閣議決定）
Ⅰ 感染拡大防止（学校臨時休業支援も含む）
Ⅱ 雇用の維持と事業の継続
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Ｎｏ 対象者 事業
開始

事業
終了

事業費
総額

（円）

5 新居浜市地域商
品券発行事業

①市内の飲食店・小売店等で使用可能なプレ
ミアム付き商品券を発行することにより、コ
ロナウイルス感染症拡大の影響を受け、売上
の減少が著しい飲食店や小売店等の消費拡
大、地域経済の回復を図る。（13千円の商品
券を10千円で販売する。また、加盟店舗に対
し、更なる感染症対策を講じるための費用と
して100千円を交付する。） プレミアム分3千
円×52,000セット=156,000千円
②商品券の発行に係る諸経費（消耗品費、通
信運搬費、委託料）

新居浜商工会議所 R3.4 R4.4 193,899,916 193,899,916 0

○

消耗品費1千円（事務費）、通信運搬費3,538千円（商
品券引換券郵送）、手数料44千円(電話設定）、委託料
188,652千円（商工会議所人件費8,530千円、金融機関
等手数料10,655千円、商品券等印刷代11,156千円、プ
レミアム分151,714千円、その他リース・レンタルほか
5,977千円）引換券再発行委託料620千円

購入引換券発送
57,888件
取扱店舗数 1,564店
舗
販売数 51,697冊

コロナウイルス感染症拡大の影
響を受け、売上の減少が著しい
飲食店や小売店等の消費拡大、
地域経済の回復が図られた

産業振興
課

6 新居浜市地域商
品券発行に伴う
感染対策推進事
業

①市内の飲食店・小売店等で使用可能なプレ
ミアム付き商品券発行事業の加盟店舗に対
し、更なる感染症対策を講じるための費用と
して補助金を交付し、市内店舗の感染症対策
強化を図る。
②加盟店舗の感染症対策経費に対する補助金

商品券取扱い店舗 R3.4 R4.1 155,900,000 155,900,000 0

○

取扱登録店舗が感染症対策のために必要となる費用と
して、新居浜市プレミアム付き地域応援券取扱店舗感
染症対策給付金を交付した。
新居浜市プレミアム付き地域応援券取扱店舗感染症対
策給付金155,900千円（感染症対策交付金100千円×
1,559店舗）
【給付対象者】
（１）新居浜市内に店舗を有する飲食業、小売業、
サービス業、宿泊業、タクシー業を現に営んでいる者
（２）地域応援券の取扱店舗として登録が完了した者
（３）国が示す業種ごとの新型コロナウイルス感染症
の感染拡大予防ガイドラインに基づく予防対策を講じ
る者
【給付金の額】１店舗あたり１０万円

給付金交付件数１，５
５９件

新居浜市プレミアム付き地域応
援券の取扱店舗が、新型コロナ
ウイルス感染症による感染拡大
防止を図ることができた。

産業振興
課

7 ビジネス出張等
ＰＣＲ検査補助
事業

①コロナ禍における市内企業の活動継続を支
援するため、市内事業所の従業員等が感染拡
大地域等へ出張した際、事業所が自主的に実
施するＰＣＲ検査について、その費用の一部
を市が負担する。
②ＰＣＲ検査にかかる経費に対する負担金

市内事業所 R3.4 R4.4 2,475,000 2,475,000 0

○

公益財団法人愛媛県総合保健協会が新居浜商工会議所
会員の経営者及び従業員に対して実施するＰＣＲ検査
費用の一部負担を行った。
新居浜市ビジネス出張等経済活動対策の費用負担金
2,475千円
【負担金の額】ＰＣＲ検査１検体あたり５千円（上
限）

ＰＣＲ検査数５１２件 新居浜商工会議所会員の経営者
及び従業員のビジネス出張及び
営業活動の円滑化が図られた。

産業振興
課

8 新居浜市総合文
化施設（あかが
ねミュージア
ム）感染症対策
事業

①新居浜市総合文化施設（あかがねミュージ
アム）において実施する各種事業・イベント
等で使用する物品について殺菌等の感染症対
策を実施し、感染拡大を防止する。
②殺菌等の感染症対策に必要な備品購入費

新居浜市総合文化
施設

R3.4 R3.6 2,983,000 2,983,000 200

○

備品購入費2,983千円（おもちゃ殺菌庫 らいおんク
リーン45 588千円×4式×1.1 設置費一式 360千円
×1.1）

おもちゃ殺菌庫（4
式）

殺菌庫を購入し、衛生的に文化
施設を利用するための環境を整
えることができた。

文化振興
課
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うち
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事業
終了
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総額

（円）

9 県・市連携えひ
め版事業者応援
事業

①時短営業や外出自粛等の影響を受け、売上
が対前年比で30％以上減少した事業者を支援
するため、愛媛県と連携し、法人には200千
円、個人事業主には100千円の補助を行う。た
だし、個人事業主の内、飲食店取引業者に対
しては、市独自で100千円の上乗せ補助を行
う。
②売上が減少した事業所に対する補助金

市内事業者（国の
一時支援金や時短
要請協力金の支給
者を除く）

R3.5 R3.9 158,000,000 80,350,000 77,650,000

○

事業全般に広く使える新居浜市えひめ版応援事業給付
金を交付した。
①応援金支給額158,000,000円（中小企業545件×20万
円（県負担10万円＋市負担10万円）、個人事業主463件
×10万円（県負担5万円＋市負担5万円）、個人事業主
（飲食店取引業者）27件×10万円（市負担））
※県負担77,650,000円、市負担80,350,000円
②事務費3,256,972円（人件費2,578,180円、旅費41,400
円、需用費224,872円、役務費371,158円、使用料及び
賃借料12,772円、備品購入28,600円）
※県負担1,614,186円、市負担1,642,786円

補助金交付件数１，０
０８件

新型コロナウイルス感染症拡大
の影響により業況が悪化してい
る中小企業その他の法人及び個
人事業主の事業の継続を支える
ことができた。

産業振興
課

10 営業時間短縮に
係る感染拡大防
止協力金（第１
弾）【協力要請
推進枠地方負担
分】

①愛媛県の営業時間短縮等の要請に応じた酒
類を提供する飲食店等に協力金を給付し、新
型コロナウイルス感染症の拡大を防止すると
ともに、事業者の経営継続を支援する。
●期間
４月２６日から５月１９日までの間
●要請内容
営業時間を５時から２１時までに短縮するよ
う要請（ただし、酒類の提供は１１時から２
０時３０分まで・休業含む）
②期間中全ての日で営業時間を短縮した店舗
に対する協力金

飲食店営業許可を
受けている店舗等

R3.5 R3.8 400,392,000 365,487,770 34,904,230

○

新型インフルエンザ等対策特別措置法第２４条第９項に基づく
営業時間の短縮要請に全面的に協力する者に対し、新居浜市新
型コロナウイルス対策営業時間短縮等協力金を支給した。
新居浜市新型コロナウイルス対策営業時間短縮等協力金
365,487,770円
※国・市９/10、県1/10
【要請期間】令和3年4月26日〜5月19日（24日間）
【協力金の額】
（１）以下の区分に応じて算定した日額に要請期間の日数を乗
じた額
＜売上高方式＞
①前年度又は前々年度の１日当たり売上高が８万３，３３３円
以下の施設：２万５千円
② 前年度又は前々年度の１日当たり売上高が８万３，３３３円
を超え２５万円未満の施設：１日当たりの売上高に０．３を乗
じた額（千円未満切り上げ）
③ 前年度又は前々年度の１日当たり売上高が２５万円以上の施
設：７万５千円
＜売上高減少額方式＞
前年度又は前々年度からの１日当たりの売上高の減少額に０．
４を乗じた額。ただし、２０万円又は前年度若しくは前々年度
の１日当たりの売上高に０．３を乗じた額のいずれか低い額を
上限とする。
（２）新規開店等前年度までの売上高がない場合別途算定す
る。

協力金支給件数５５５
件

新型コロナウイルスの感染拡大
を防止することができた。

産業振興
課
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実施状況うち

交付金
（円）

うち
その他
（円）

●緊急経済対策４つの柱（R2.4.7閣議決定）
Ⅰ 感染拡大防止（学校臨時休業支援も含む）
Ⅱ 雇用の維持と事業の継続
Ⅲ 経済活動の回復
Ⅳ 強靭な経済構造の構築
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Ⅴ 特定事業者への支援

Ｎｏ 対象者 事業
開始

事業
終了

事業費
総額

（円）

11 営業時間短縮に
係る感染拡大防
止協力金（第2
弾）【協力要請
推進枠地方負担
分】

①愛媛県の営業時間短縮等の要請に応じた酒
類を提供する飲食店等に協力金を給付し、新
型コロナウイルス感染症の拡大を防止すると
ともに、事業者の経営継続を支援する。
●期間
5月20日から５月31日までの間
●要請内容
営業時間を５時から２１時までに短縮するよ
う要請（ただし、酒類の提供は１１時から２
０時３０分まで・休業含む）
②期間中全ての日で営業時間を短縮した店舗
に対する協力金

飲食店営業許可を
受けている店舗等

R3.5 R3.8 192,638,000 175,767,721 16,870,279

○

新型インフルエンザ等対策特別措置法第２４条第９項に基づく
営業時間の短縮要請に全面的に協力する者に対し、新居浜市新
型コロナウイルス対策営業時間短縮等協力金を支給した。
新居浜市新型コロナウイルス対策営業時間短縮等協力金
19,263,800円（市負担分1/10）※国8/10、県1/10
【要請期間】令和3年5月20日〜5月31日（12日間）
【協力金の額】
（１）以下の区分に応じて算定した日額に要請期間の日数を乗
じた額
＜売上高方式＞
①前年度又は前々年度の１日当たり売上高が８万３，３３３円
以下の施設：２万５千円
② 前年度又は前々年度の１日当たり売上高が８万３，３３３円
を超え２５万円未満の施設：１日当たりの売上高に０．３を乗
じた額（千円未満切り上げ）
③ 前年度又は前々年度の１日当たり売上高が２５万円以上の施
設：７万５千円
＜売上高減少額方式＞
前年度又は前々年度からの１日当たりの売上高の減少額に０．
４を乗じた額。ただし、２０万円又は前年度若しくは前々年度
の１日当たりの売上高に０．３を乗じた額のいずれか低い額を
上限とする。
（２）新規開店等前年度までの売上高がない場合別途算定す
る。

協力金支給件数５５５
件

新型コロナウイルスの感染拡大
を防止することができた。

産業振興
課

12 福祉施設職員Ｐ
ＣＲ検査等支援
事業

①コロナ禍において、高齢者福祉施設や障が
い者施設の職員が安心して働ける環境づくり
を支援するため、同施設の職員が自主的に実
施するＰＣＲ検査等について、その費用の一
部を市が補助する。
②ＰＣＲ検査・抗原検査にかかる経費に対す
る補助金

市内事業所（高齢
者福祉施設や障が
い者施設）

R3.5 R4.4 3,762,000 1,814,000 1,948,000

○

高齢者施設等職員に対し、施設管理者が行う自主検査
（ＰＣＲ検査・抗原検査）に対して補助を行った。
【補助金額】3,762,000円【補助上限】ＰＣＲ検査１件
当たり上限10,000円、抗原検査1件当たり上限6,000円

補助金交付件数８６１
件

施設等の負担を軽減するととも
に、利用者、施設従事者双方の
不安解消を図ることができた。

介護福祉
課

13 県・市連携えひ
め版事業者応援
事業（第2弾）

①時短営業や外出自粛等の影響を受け、売上
が対前年比で30％以上減少した事業者を支援
するため、愛媛県が実施する、法人には200千
円、個人事業主には100千円の補助を行う事業
に対し、市独自に100千円上乗せを行う。
②売上が減少した事業所に対する補助金

市内事業者（国の
一時支援金や時短
要請協力金の支給
者を除く）

R3.5 R4.2 402,700,000 165,700,000 237,000,000

○

事業全般に広く使える新居浜市えひめ版応援事業給付
金を交付した。
①応援金支給額402,700,000円（中小企業713件×30万
円（県負担20万円＋市負担10万円）、個人事業主944件
×20万円（県負担10万円＋市負担10万円））
※県負担237,000,000円、市負担165,700,000円

補助金交付件数１，６
５７件

新型コロナウイルス感染症拡大
の影響により業況が悪化してい
る中小企業その他の法人及び個
人事業主の事業の継続を支える
ことができた。

産業振興
課

14 「愛顔の安心飲
食店認証制度」
普及促進事業

①コロナウイルス感染症の蔓延防止を目的と
して愛媛県が実施している「愛顔の安心飲食
店認証制度」の普及促進を図るため説明会や
相談会、認証店舗のPR活動を行う。
②普及促進に係る経費

市内事業者（飲食
店）

R3.10 R4.1 968,000 968,000 0

○

委託料961千円（説明会・相談会・現地指導・問い合わ
せフォームの設置・電話対応の業務委託）、医薬材料
費7千円（説明会・相談会用の検温器購入）

・未認証店（９８９店
舗）中、当該事業に参
加（７６店舗）し、新
たに認証登録した店舗
数（５２店舗）

「愛顔の安心飲食店」の認証店
の増加につながり、飲食店の感
染症対策が進んだ。

産業振興
課
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Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ

令和３年度 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 実施状況と効果検証
担当課効果検証定量的実績指標事業名 ① 事業概要（目的・内容）

② 経費内訳
実施状況うち

交付金
（円）

うち
その他
（円）

●緊急経済対策４つの柱（R2.4.7閣議決定）
Ⅰ 感染拡大防止（学校臨時休業支援も含む）
Ⅱ 雇用の維持と事業の継続
Ⅲ 経済活動の回復
Ⅳ 強靭な経済構造の構築
●新たな経済対策（R3.11.19閣議決定）
Ⅴ 特定事業者への支援

Ｎｏ 対象者 事業
開始

事業
終了

事業費
総額

（円）

15 簡易抗原検査
キット配布事業

①小学校や保育所、幼稚園等でのクラスター
を防止するとともに、ワクチン接種の対象外
の児童・園児の集団生活における感染拡大を
防止するため各家庭で軽度の症状が見られた
際に自宅で簡易に検査できる簡易抗原検査
キットを配布する。
②簡易抗原検査キット購入にかかる経費

小学校や保育所、
幼稚園等に通う子
の保護者

R3.10 R4.3 9,642,874 9,642,874

○

消耗品費10,000千円（800円×12,500個） ・学校施設でのクラス
ター発生件数（０件）

県公表によるクラスター該当は無
かったため、キットの配布による
クラスター発生抑制効果は不明。
事後アンケートの結果では利用し
た人24.9%、うち28.1%が医療機関
を受診。また、キットの配布はク
ラスター発生防止に50%が「役立
つ」、36.4%が「どちらかといえ
ば役立つ」と回答。
キットの配布は感染拡大防止に向
けた意識啓発に一定の効果があっ
たと評価する。

健康政策
課

16 マリンパーク新
居浜支援事業

①コロナウイルス感染症の拡大を受け、市の
要請に応じ、一定期間休業した市の主要観光
施設である「マリンパーク新居浜」に対し、
休業要請協力金を支出する。協力金の支出に
当たっては、感染症停滞期を見据えた施設運
営における３密回避の徹底や、新しい生活様
式への対応を要請する。（休業期間Ｒ３．
４．１０〜Ｒ３．５．３１）
②協力金

マリンパーク新居
浜管理共同企業体
（指定管理者）

R4.3 R4.3 4,759,000 4,759,000 0

○

指定管理者への協力金4,759千円（平年の４・５月の経
常利益（△47,107,583円）と令和３年４・５月の経常
利益（△51,866,993円）の差）

・当該施設の事業継続
（１施設）

新型コロナウイルス感染拡大に
より休館を行い厳しい経営状況
となったが、支援により継続的
な事業実施を支える事ができ
た。

港湾課

17 ゆらぎの森支援
事業

①コロナウイルス感染症の拡大を受け、市の
要請に応じ、一定期間休業した市の主要観光
施設である「ゆらぎの森」に対し、休業要請
協力金を支出する。協力金の支出に当たって
は、感染症停滞期を見据えた施設運営におけ
る３密回避の徹底や、新しい生活様式への対
応を要請する。（休業期間Ｒ３．４．１０〜
Ｒ３．５．３１）
②協力金

④㈱森髙リゾート
（指定管理者）

R4.３ R4.3 2,902,000 2,902,000 0

○

指定管理者への協力金2,902千円（平年の４・５月の経
常利益（△777,402円）と令和３年４・５月の経常利益
（△3,679,525円）の差）

市の休業要請期間にお
応じて、協力金を支出
した。

協力金を支出することで、感染
症停滞期における、各種感染症
対策を実施することのできる体
制を構築した。

観光物産
課

18 マイントピア別
子支援事業

①コロナウイルス感染症の拡大を受け、市の
要請に応じ、一定期間休業した市の主要観光
施設である「マイントピア別子」に対し、休
業要請協力金を支出する。協力金の支出に当
たっては、感染症停滞期を見据えた施設運営
における３密回避の徹底や、新しい生活様式
への対応を要請する。（休業期間Ｒ３．４．
１０〜Ｒ３．５．３１）
②協力金

株式会社マイント
ピア別子（指定管
理者）

R4.３ R4.3 11,079,000 11,079,000 0

○

指定管理者への協力金11,079千円（平年の４・５月の
経常利益（2,604,097円）と令和３年４・５月の経常利
益（△8,475,248円）の差）※予算成立後、市ＨＰにお
いて公表する

市の休業要請期間にお
応じて、協力金を支出
した。

協力金を支出することで、感染
症停滞期における、各種感染症
対策を実施することのできる体
制を構築した。

観光物産
課
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令和３年度 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 実施状況と効果検証
担当課効果検証定量的実績指標事業名 ① 事業概要（目的・内容）

② 経費内訳
実施状況うち

交付金
（円）

うち
その他
（円）

●緊急経済対策４つの柱（R2.4.7閣議決定）
Ⅰ 感染拡大防止（学校臨時休業支援も含む）
Ⅱ 雇用の維持と事業の継続
Ⅲ 経済活動の回復
Ⅳ 強靭な経済構造の構築
●新たな経済対策（R3.11.19閣議決定）
Ⅴ 特定事業者への支援

Ｎｏ 対象者 事業
開始

事業
終了

事業費
総額

（円）

19 休日夜間急患セ
ンター支援事業

①初期救急医療機関「新居浜市医師会 内
科・小児科急患センター」では、新型コロナ
ウイルス感染拡大の影響により患者数が大幅
に減少し、施設の管理運営に係る経費の不足
が見込まれることから、医療提供体制を維
持・継続するため、管理運営に係る経費を補
助する。
②補助金

新居浜市医師会 R4.3 R4.3 40,000,000 35,025,710 4,974,290

○

補助金40,000千円（平年の医業収益77,731千円と令和
３年度の医業収益37,731千円（見込）の差）

・当該施設の事業継続
（１施設）

新型コロナウイルスの感染拡大
による受診控えにより医業収入
が大幅に減収となり、小児・内
科一次救急医療を維持・継続す
ることが困難な状況であった
が、減収分の補填を行うことに
より、医療提供体制の確保を図
ることができた。新型コロナウ
イルス感染症の収束の見通しが
立たない中、受診控えによる減
収への対応をどこまで継続でき
るかが今後の課題として残る。

健康政策
課

1,262,388,491
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